
 
中 国 相 第 3 2 号 
平成 29 年 3 月 27 日 

 
各行政機関児童手当事務ご担当課 課長あて 

 

                     総務省中国四国管区行政評価局 

              首席行政相談官 

 

 

異動・退職に伴う児童手当支給停止事務の取扱い（参考連絡） 

 

当局は、総務省設置法（平成 11年法律第 91号）第 4条第 1項第 15号の規定に基づき、

国民の皆様から行政に関する苦情や意見、要望を受け付け、その解決や実現の促進を図る

行政相談業務を行っています。 

寄せられた苦情や意見、要望のうち、様々な視点から検討する必要があると考えられる

事案については、当局が設置する行政苦情救済推進会議（座長：川内劦広島修道大学法学

部教授）に付議し、同会議の意見を踏まえた処理を進めています。 

この度、当局に対し、「公務員（非常勤職員）であったが、退職の際、所属庁から児童

手当の支給停止を知らせる『支給事由消滅通知書』の交付がなく、また、引き続き児童手

当を受給するためには、新たに実施主体となるＡ市に対し、退職日の翌日から起算して 15

日以内に認定請求する必要がある旨も知らされなかったため、認定請求が遅れて不支給期

間が生じてしまったことに納得がいかない。」との申出がありました。 

この申出を受けて、当局は、児童手当の支給停止事務の取扱状況を調査した上で、行政

苦情救済推進会議に諮り検討した結果、別紙のとおり、実施主体の変更が生じる受給者へ

の「支給事由消滅通知書」の交付の徹底、及び支給停止後に必要な手続についての積極的

な周知が必要と考えますので、業務の参考としてください。 

  

 

 【担当】 

総務省中国四国管区行政評価局首席行政相談官室 

 

電  話：082-228-6174 

ＦＡＸ ：082-228-4955 

Ｅ-mail：cgk32@soumu.go.jp 
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（別紙） 
当局の調査及び行政苦情救済推進会議の審議結果を踏まえた参考連絡事項 

 

１ 制度の概要 

（1）児童手当制度の目的、実施主体等 

 【根拠法令】 児童手当法（昭和 46年法律第 73号。以下「法」という。） 

 

 【所管省庁】 内閣府（厚生労働省から内閣府に移管。平成 27年４月１日～） 

 

【制度の目的】 

  家庭等の生活における生活の安定に寄与するとともに、次代の社会を担う児童の

健やかな成長に資すること（法第1条）。 

 

 【実施主体】  受給資格者の住所地の市町村（法第7条、第8条等） 

  ただし、受給資格者が公務員の場合は、その所属庁が実施主体と

なる（法第 17条）。 
 

 

【支給方法】（法第 8条） 

  受給者が、実施主体に対して認定請求を行い、認定を受ければ、認定請求を行っ

た日が属する月の翌月から 、児童手当の支給が開始する（第 2項）。 

  実施主体から受給者へ支給すべき事由が消滅すると、消滅した日の属する月に 支

給停止となる（第 2項）。 

 受給者の転居（受給者が公務員である場合は、所属庁からの退職）等により実施

主体の変更が生じる場合は、支給すべき事由の消滅に該当する。したがって、異動・

退職日等、変更日の属する月をもって実施主体からの支給は停止し、引き続き受給

するためには、受給者が、新たな実施主体に対して、認定請求を行う必要がある。 

  実施主体の変更が生じる場合又は災害その他やむを得ない理由により認定請求を

することができなかった場合は、受給者が、変更日又はやむを得ない理由がやんだ

日の翌日から 15 日以内に新たな実施主体に認定請求を行い、認定を受ければ、変更

日又はやむを得ない理由がやんだ日の属する月の翌月から 児童手当を受給できる

という特例がある（第 3項。以下「15日ルール」という。）。 

 

 

（2） 受給者の異動・退職により実施主体の変更が生じた場合の児童手当の取扱い 

ア 実施主体からの支給停止 

  受給者の異動・退職を理由に支給すべき事由が消滅する場合、実施主体は、受給

者からの届出又は職権により、異動・退職日の属する月をもって児童手当の支給を

停止する（法第 26条第 3項、児童手当法施行規則（昭和 46年厚生省令第 33号。以

下「施行規則」という。）第 7条等）。 

  実施主体が児童手当の支給を停止するとき、受給者に対して「児童手当支給事由

消滅通知書」により、その旨を通知する必要がある（施行規則第 10 条及び第 12 条）。 
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2 当局管内における、異動・退職を理由とする支給停止事務の取扱状況 

当局管内で、所属職員向けの児童手当の認定・支給事務を取り扱っている行政機関 12

機関（国の機関 7、中国 5県の県庁所在市）及び、一般住民向けの児童手当の認定・支

給事務を取り扱っている行政機関 5機関（中国 5県の県庁所在市）の担当課（計 17課）

を対象に、受給者の異動・退職を理由とする児童手当の支給停止事務の取扱いについて

照会した結果、次のような状況がみられた。 
 

 

（1） 支給停止についての受給者への通知 

ア 取扱いルール 

調査を行った全ての担当課において、児童手当法施行規則、及び「市町村におけ

る児童手当関係事務処理について」（平成 28 年 3 月 24 日付け府子本第 159 号別添

「児童手当市町村事務処理ガイドライン」）又は各実施主体の内規に基づき、異動・

退職する受給者に対し、「支給事由消滅通知書」を交付することとしている。 

交付方法については、15担当課（88.2％）が、施行規則第 10条において「処分を

行ったときは」「通知しなければならない」と規定されていることを根拠として、児

童手当の支給を停止したとき、すなわち受給者の異動・退職日後、速やかに郵送す

ることとしている。これに対して、停止の事実を受給者に早く伝えるために、支給

停止前に受給者に手交することにしている 2担当課があった（11.8％）。 

 

イ 実態 

   一般住民向けの担当課が行う事務においては、住民の転出入情報を管理している

担当課（市民課等）との間で、情報共有や連携の仕組みが確立していることから、

児童手当受給中の転出者を把握しており、「支給事由消滅通知書」の送付漏れといっ

た誤りは生じにくい状況がみられた。  

    他方、所属職員向けの担当課が行う事務においては、次のような理由から、一般

住民向けの担当課の場合と比較して、「支給事由消滅通知書」の送付漏れが生じやす

い状況となっている。 

  国の機関における担当課の場合、常勤職員に対する場合に比べ、期間業務職員

（注）に対する児童手当の認定・支給事務の取りこぼしが生じやすい。 

  職員の雇用情報及び共済組合の加入者情報を管理している人事担当課等との

間で、情報共有が徹底されておらず、児童手当受給中の退職者を把握できていな

い。 

  支給停止事務の取扱い頻度が少ないことや、業務担当者の異動により、事務に

精通した者がいない。 

  公務員向けの児童手当の認定・支給に係る事務処理に関して、実施主体によっ

て制度、事務処理についての理解や実務の取扱いに差がある。この点に関して、

国からの情報提供は、「公務員の児童手当関係事務処理について」（平成 27年 12

月 18 日付け府子本第 431 号及び第 432 号）で、「市町村の例に準じて取扱いを

願います」と示すに止まる。 
  

（注）期間業務職員に対する児童手当の支給 

      非常勤職員のうち、所定の勤務時間以上勤務する者（期間業務職員）については、臨

時的に官職として任用し、分限、懲戒、倫理、災害補償などの各人事制度のほか、原則

として退職手当、共済制度を適用している。このため、児童手当を受給する期間業務職

員は、常勤職員と同様、所属庁に対して認定請求を行い、所属庁から受給する。 
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（2） 必要な手続についての受給者への周知 

ア 取扱いルール  

異動・退職を理由に実施主体からの児童手当の支給が停止する場合、不支給期間

を生じないように引き続き受給するためには、受給者が、異動・退職日の翌日から

15日以内に、新たな実施主体に認定請求を行う必要がある。 

こうした手続について、調査を行った全ての担当課が、異動・退職する受給者に

対し、何らかの周知・説明を行うこととしていると回答した。 

 

 イ 実態 

しかしながら、周知・説明の内容及び方法については、担当課により次のような

違いがみられた。  

〔新たな実施主体への認定請求が必要になる旨の周知・説明方法〕 

①  新たな実施主体への認定請求が必要になる旨が記載された「支給事由消滅通知

書」を交付：3機関（17.7％） 

②  新たな実施主体への認定請求が必要になる旨が記載された案内文書を作成し、

交付：10機関（58.8％） 

③  新たな実施主体への認定請求が必要になる旨を、口頭で説明：4機関（23.5％） 

 

担当課別でみると、一般住民向けの担当課では、全ての担当課が上記①②のいず

れかの方法で、書面による周知を行うことにしている一方、所属職員向けの担当課

では、②の書面による周知を行うことにしている担当課が 8、③の口頭で説明する

ことにしている担当課が 4であった。 

 

 〔「15日ルール」についての周知・説明方法〕 

① 「15 日ルール」についての記載のある「支給事由消滅通知書」を交付：2 機関

（11.8％） 

② 「15日ルール」に関する案内文書を作成し、交付：10機関（58.8％） 

③ 「15日ルール」について口頭で説明：1機関（5.9％） 

④ 「15日ルール」について特段、説明を行うこととしていない：4機関（23.5％） 

 

担当課別でみると、一般住民向けの担当課では、全ての担当課が上記①②のいず

れかの方法で、書面による周知を行うことにしている一方、所属職員向けの担当課

では、②の書面による周知を行うことにしている担当課が 7、③の口頭で説明する

ことにしている担当課が 1、④の特段説明を行うこととしていない担当課が 4であ

った。 

 

（3） 支給停止後、受給者の新たな実施主体への認定請求が遅れて不支給期間が生じた

事例の発生状況 

当局管内で、児童手当業務に携わっている行政機関 17 機関（国の機関 7、中国 5

県、及び中国 5 県の県庁所在市）を対象に、支給停止後、受給者の新たな実施主体

への認定請求が遅れて不支給期間が生じた事例の発生状況を照会したところ、10機

関が発生したことがあると回答し、このうち受給者から不服申立てを受けた事例が
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2事例あった。 

調査対象機関からは、実施主体の変更が生じる場合のうち、非公務員の受給者が

公務員になる場合、あるいは公務員である受給者が非公務員になる場合、すなわち

公務員の採用・退職時において、手続上の問題が生じやすい傾向にあるといった声

が聴かれた。 

 

 

3 行政苦情救済推進会議の意見 

上記 1，2 を踏まえて行政苦情救済推進会議で審議したところ、次のような意見が出

された。 

  児童手当の支給を停止する理由は多々あるだろうが、異動・退職等、実施主体の変

更を理由に支給停止する場合に関して言えば、「支給事由消滅通知書」に「15 日ルー

ル」を明記するなどして、受給者に対し、新たな実施主体への認定請求がいつまでに

必要であるかを確実に知らせることが重要ではないか。 

  「15日以内」という短い期間設定に照らし、実施主体は、支給停止後必要となる手

続について、受給者への周知・説明の在り方を検討する必要があるのではないか。 

  本件相談のような問題は、中国四国管区行政評価局管内に限らず、他地域の行政機

関でも生じうる問題であると思われる。 

 

その上で、行政苦情救済推進会議として、次のように取りまとめられた。 

（座長取りまとめ結果） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4 まとめ 

（ⅰ）異動・退職に伴い、実施主体からの児童手当の支給は停止すること、（ⅱ）引き

続き受給するためには、受給者が新たな実施主体に認定請求を行う必要があること、（ⅲ）

「15日ルール」によれば不支給期間が生じないことといった事項は、受給者の利益にか

かる重要な事項である。 

中国四国管区行政評価局は、児童手当業務に携わっている管内の国の行政機関及び地

方公共団体に対し、次の措置を行う必要がある。 

ⅰ)支給停止事務において誤りが生じないよう注意喚起を行うこと 

ⅱ)異動・退職に伴い必要となる手続の受給者への周知・説明の在り方について検 

討を求めること 

 併せて、本件は他地域でも生じうる問題であると思われるため、児童手当市町村事務

処理ガイドライン及び「支給事由消滅通知書」の様式に、支給停止後に必要な手続につ

いて記載するとともに、注意喚起のための事務連絡を異動期前に余裕をもって発出する

など、必要な手続の受給者への周知徹底について、内閣府の見解を確認した上で、総務

省本省に対応を求めることが望ましい。 
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しかしながら、支給停止事務の取扱いについては、特に、公務員の退職に伴う実施主

体の変更時に、誤りが生じやすい状況が認められ、必要な手続に関する周知・説明につ

いても、実施主体によっては、内容、方法が不十分で、確実な周知・説明には至ってい

ない。 

以上の状況から、児童手当受給者の異動・退職を理由に児童手当の支給を停止する実

施主体は、受給者の利益に配慮し、「支給事由消滅通知書」の交付を徹底するとともに、

支給停止後に必要な手続についての周知・説明を分かりやすい形で確実に行う必要があ

ると考えられる。 

  したがって、当局から中国管内の国の行政機関及び地方公共団体に対し、次のような

参考連絡を行うことによって、支給停止事務に誤りが生じないよう注意喚起をするとと

もに、受給者への周知方法を提案することとする。  

 

【参考連絡事項】 

 

 

 

 

①  実施主体は、児童手当受給者の異動・退職を理由に児童手当の支給を停止す

るとき、それが届出あるいは職権のいずれによる場合であっても、受給者に対

し、「支給事由消滅通知書」を交付するよう求められています（施行規則第 10

条及び第 12条）。 

 本件相談のような事例の再発を防止する観点から、異動・退職する児童手当

受給者を確実に把握し、「支給事由消滅通知書」の交付を徹底するようお願い

します。 

②  異動・退職を理由に児童手当の支給が停止した後、いつまでにどのような手

続を行えば、不支給期間が生じることなく引き続き受給できるかは、受給者の

利益にかかる重要な情報であると考えます。 

 そこで、異動・退職する児童手当受給者に対して、支給停止後に必要な手続

及び「15日ルール」の内容を確実に伝えるために、別添資料 2の例を参考に文

書による周知をされることを提案します。 

 



事 務 連 絡          

平成 28 年３月 25 日 

各省各庁児童手当事務ご担当者 様 

内閣府子ども・子育て本部 

児童手当管理室 

児童手当の申請に係る周知について 

児童手当に係る事務につきましては、日頃より御尽力賜り厚く御礼申し上げます。 

 本年度も残すところあとわずかとなり、新年度を迎えるにあたり、今後職員の異動

等が行われることと思いますが、児童手当の受給者は所属する府省庁を異にして異動

した場合は、改めて異動先において申請を行う必要があります。各府省庁におかれま

しては、当該職員に対する申請や届出に係る周知にお取り組みいただいていることと

存じますが、特に、公務員が退職等により、被用者（※）・非被用者となる場合は、

申請先が住所地の市区町村となりますが、住所地の市区町村において当該職員に対し

て申請や届出に係る周知を行う機会がないケースが考えられ、申請漏れ等が発生する

恐れがあります。 

つきましては、児童手当受給者が公務員から被用者・非被用者へと異動する場合は、

異動前の所属庁において、異動日（退職日）の翌日から起算して 15 日以内に住所地の

市区町村への申請が必要となる旨、受給者に対して確実に周知いただきますよう、改

めてお願いいたします。 

なお、本事務連絡については、児童手当支給事務を委任している施設等機関、地方

支分部局等に対しても周知いただくようお願いいたします。 

※ 民間企業のサラリーマンのほか、独立行政法人（特定独立行政法人を含む）、国

立大学法人等児童手当拠出金の納付義務を負う団体の職員も被用者となります。

（照会先） 

内閣府子ども・子育て本部 

 児童手当管理室指導第一係 

TEL：03－5253－2111（内線 38483） 

FAX：03－3501－6501 

資料1



事 務 連 絡

平成 28 年３月 25 日 

都道府県民生主管部（局） 

児童手当主管課（部）御中 

内閣府子ども・子育て本部 

児童手当管理室 

児童手当の申請に係る周知について 

児童手当に係る事務につきましては、日頃より御尽力賜り厚く御礼申し上げます。 

本年度も残すところあとわずかとなり、新年度を迎えるにあたり、今後職員の異動

等が行われることと思いますが、児童手当の受給者は所属する官署等を異にして異動

した場合は、改めて異動先において申請を行う必要があります。各地方公共団体にお

かれましては、当該職員に対する申請や届出に係る周知にお取り組みいただいている

ことと存じますが、特に、公務員が退職等により、被用者（※）・非被用者となる場

合は、申請先が住所地の市区町村となりますが、住所地の市区町村において当該職員

に対して申請や届出に係る周知を行う機会がないケースが考えられ、申請漏れ等が発

生する恐れがあります。 

つきましては、児童手当受給者が公務員から被用者・非被用者へと異動する場合は、

異動前の所属庁において、異動日（退職日）の翌日から起算して 15 日以内に住所地の

市区町村への申請が必要となる旨、受給者に対して確実に周知いただきますよう、改

めてお願いいたします。 

なお、本事務連絡については、管内市区町村に対しても周知いただくようお願いい

たします。 

※ 民間企業のサラリーマンのほか、独立行政法人（特定独立行政法人を含む）、国

立大学法人等児童手当拠出金の納付義務を負う団体の職員も被用者となります。

（照会先） 

内閣府子ども・子育て本部 

 児童手当管理室指導第一係 

TEL：03－5253－2111（内線 38483） 

FAX：03－3501－6501 
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【「支給事由消滅通知書」に「15日ルール」を記載した例①】
資料2



【転出・所属庁からの退職等を理由に支給事由が消滅する場合】 

消滅日の翌日から 15 日以内に、転出先の市区町村（公務員になる場合は

その所属庁）に対し、児童手当の認定請求を行ってください。

15 日以内に認定請求を行えば、引き続き受給できますが、15 日を超える

と、原則として受給できない月が生じますので、ご注意ください。

【「支給事由消滅通知書」に「15日ルール」を記載した例②】






